
■中１不登校の未然防止の在り方に関する一考察

－「７つの視点」に立った小・中連携を通して－

不登校が発生した場合，教員や保護者，関係機関等は当該児童生徒の再登校に向けての様々な支援をしてきた。しかし，

約７割は不登校が継続しており，再登校に導くことは難しいと言える。不登校児童生徒への支援を行っていくことはもちろんだ

が，未然防止のための取組をこれまで以上に行っていくことが重要であると考える。中学１年時の不登校の約３分の２は小学校

時代に不登校の経験があったり，その傾向が見られたりする。そのことを考えれば，中学校だけでその対応に当たるのではな

く，小学校との連携の基で取り組んでいくことが重要である。

１ はじめに

全国の小・中学校の不登校児童生徒数は，平成 年度をピークに減少傾向にあるものの，児童生徒総数13
の全国的な減少を考慮すると状況が好転しているとは言いがたい。宮城県教育委員会の平成 年度のデ16
ータによれば，本県においては小学校 人，中学校では 人もの不登校児童生徒を抱えている。この397 2,015
うち小・中学校とも，約３割は学校に復帰して

いるが，残り約７割は依然として不登校状態

が継続している。

また，全国的な傾向として，不登校児童生

徒数は，小学１年から中学３年まで学年が上

がるにつれて増加し，特に中学１年の不登

校生徒数は小学６年児童数の３倍以上あり，

これは本県においても同様である（図１）。

さらに，平成 年国立教育政策研究所15
の「中１不登校生徒調査中間報告」（以下，

国研中間報告）によれば，中学１年時の不登校生徒の約３分の２は，小学校時代に不登校の経験があったり，

不登校傾向があったとされる。

これらの実態から，我々学校現場が取り組まなければならない課題として，次の点が重要である。

( ) 不登校は特定の子供に特有の問題があることによって起こるものではなく，どの子供にも起こりうることと1
してとらえ，理解を深めていくことが必要であること。

( ) 特に小学校から中学校への進学に当たり，中学校における教育環境が大きく変化することから，子供が2
過大な不安を抱いてしまったり，学習や対人関係に関する不適応が生じる。このことを深く認識し，その対

応策を工夫，実践していくことが必要であること。

( ) 不登校児童生徒への支援を含め，不登校未然防止のための取組をこれまで以上に行っていくこと。3
以上のことから不登校未然防止には，中学校単独で対応に当たるのではなく，小学校との連携の下で取組

んでいく必要がある。不登校の未然防止については，国研中間報告の中でその対応例が提言されている。

そこで，本県における対応例の実施状況や児童生徒，小・中教員の意識調査を実施し，本県の課題を明

確にし，その上で，以下に述べる「７つの視点」に立った小学校と中学校との連携した取組を行えば，中学１年

で急増する不登校の未然防止につながると考え，本主題を設定した。

２ 「７つの視点」について

文部科学省を始めとする報告書や先行研究を検討し，以下の７つを不登校未然防止のための視点とした。

・ 人間関係づくり ・ 学力の保障 ・ 小学６年生への進学情報の提供
・ 小・中教員の相互理解 ・ 児童生徒についての情報の共有 ・ 保護者との連携
・ スクールカウンセラー（ＳＣ）との連携

図１ 平成16年度本県における不登校児童生徒の学年別人数
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